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研究成果の概要（和文）：近年，自然災害は多くの国々で問題となっており，防災・減災教育などソフト面での
取組や改善も不可欠となっている。日本は国連防災世界会議が３度とも開催地となるなど，その貢献が期待され
ている。本研究では，阪神淡路大震災以降，東日本大震災を経て，その後の国内外の防災・減災教育に焦点を当
て，日本から海外への教育貢献の在り方を明確にした。特に自然災害は，2005年以降のHFA（兵庫行動枠組）と
連動した持続可能な開発のための教育（ESD)の具体的な教育内容・方法であることが実践を通して明らかになっ
た。同時にSDGsをはじめ，地域の特殊性から，国際社会への普遍性に至るまでのグローカルな教育の必要性を示
した。

研究成果の概要（英文）：Recent years, natural disasters have been problems in many countries, and 
education for disaster risk reduction also become indispensable. Such as UN world conference for 
disaster risk reduction held in Japan 3 times, the contribution is expected for our country. After 
Great Hanshin-Awaji Earthquake, we focused on the education for domestic and abroad disaster risk 
reduction which are after the great earthquake and Tsunami in East Japan and made the state of the 
educational contribution to foreign countries clear from Japan by this research. Through practicing 
it became clear that the endurance connected with HFA (Hyogo behavior framework) of after 2005 is 
education contents in detail and a way of education for possible development (ESD) in particular for
 a natural disaster. The educational necessity which are glocal to universalism to an international 
society was indicated from the particularity of the area including SDGs at the same time.

研究分野： 防災・減災教育

キーワード： 自然災害　防災・減災教育　ESD・SDGｓ　国際貢献

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　日本においての多様な自然災害への対応は今日，日本の教育界に求められる「生きる力」の育成と密接に関わ
っている。特に新学習指導要領では，先行き不透明な時代を見据えて「知識・技能」，「思考・判断・表現」，
「学びに向かう力」の育成を重視しているが，防災・減災教育はその具体的な教育内容・方法となることを示し
た。つまり，これまで教科教育で求められる力の育成と教科以外の安全教育等との連動した教育活動の在り方を
明確にした。さらに，防災・減災教育は国内の教育課題への解決だけでなく，ESDからSDGsのように，持続可能
な国際社会の構築のための日本の教育面からの大きな貢献となることを実践事例からも示した。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
（１）東日本大震災発生後の国内の教育界の状況 
 東日本大震災発生後，国（文科省）や被災地３県（教育委員会）は喫緊の対応が迫られ，被
災地以外の都道府県・政令指定地域でも自然災害に備えた学校防災に取り組まれることになっ
た。しかし，日本の教育界においては 2011 年東北地方太平洋沖地震以前にも様々な課題があ
った。特に 1995 年兵庫県南部地震以降は，2004 年新潟福島豪雨，同年中越地震，2007 年中
越沖地震と「学校保健安全法」の施行にも大きな影響を与えた。また，2008 年学習指導要領改
訂においても「生きる力の育成」が一層求められ，これにも自然災害への対応とも無関係では
なかった。つまり，日本の３つの大きな教育改革，第１の明治の学制，第 2 の戦後の民主主義
教育はいずれも外圧が大きかったと言えるが，第 3 の「生きる力の育成」を目指す教育改革は
自然災害という内圧の影響を無視することができない状況であった。 
（２）国際的な防災教育の進捗における日本の役割 
 本研究の実施直前の 2015 年 3 月には仙台市で「第 3 回国連世界防災会議」が開催された。
これは，第 1 回の 1994 年横浜市，第 2 回の 2005 年神戸市での開催を引き継ぐ会議であった。
国連で一つのテーマの下，3 回全てが同一国で実施されるのは貴重なことと言える。特に第 2
回では，「HFA（兵庫行動枠組）」が 2005 年からの 10 年間，UN/DESD（国連持続可能な開発
のための教育の 10 年）と連動して採択された。ポスト ESD においても SDGs など「持続可能
な社会のための開発目標」とともに 2030 年に向けての新たな国際的な防災教育の取組が始ま
ったと言える。3 回の国連防災世界会議が日本で開催されたことが示すように日本の国際防災
に果たす役割が多い。特に建築・施設等のハード面だけでなく教育等のソフト面の貢献も ESD
とともに求められている。 
 そこで，本研究では，「持続可能な国際社会に貢献する日本型防災教育の構築と展開」をテー
マとして本研究に取り組むこととなった。 
 
２．研究の目的 
（１）近年の日本の自然災害に関する教育の動向の掌握 
 阪神淡路大震災以降，特に東日本大震災発生後の国内の教育行政の取組を明確にする。これ
には，国（文科省），都道府県・政令指定都市（教育委員会等）から教育現場までの防災・減災
教育，復興教育の現状と課題を探ることによる。 
（２）2015 年国連防災世界会議を中心に今後の日本の防災教育の在り方を明確にする 
 2015 年 3 月仙台市で開催された第 3 回国連防災世界会議では，防災教育に関しても様々な
課題が明確になった。国際交流フォーラムなどのパブリックフォーラム，「仙台宣言」等から，
グローバル人材育成を踏まえた今後の日本の防災教育の方向性を探る。 
（３）日本での防災教育に関する教育内容・教育方法・教育システムの再構築 
阪神淡路大震災以降，東日本大震災を経た日本の自然災害に関する教育を踏まえ，STS 教育

（科学技術を社会的文脈から捉えた教育）や ESD（持続発展教育）を重視した科学的リテラシ
ー育成の観点を取り入れた教育開発により，国際水準としての日本の防災教育の構築を図る。
また，地域と連携した学校教育の在り方を明確にする。従来の教育体系には防災教育等が十分
位置付けられていなかったため，教員養成や教員研修の新たな構築を示す。 
（４）日本の教育との同質性及び差異を踏まえた具体的な国際的な貢献を明確にする 
近年，持続可能な国際社会の平和と安全に大きな脅威となっている自然災害に対する防災教

育の在り方を探り，日本の防災教育の世界への発信や貢献の方法を図る。 
具体的には国際的動向を視野に入れながら，これまで東アジア等で行った実践研究をさらに

進め，アジア及び環太平洋地域の自然災害に関する共通性，差異に注目した，教育内容・方法，
教員研修等のシステムなどの教材，プログラム開発と実践によって，今後の国際社会における
日本が貢献可能な防災教育の在り方を明確にする。 
 
３．研究の方法 
（１）阪神淡路大震災以降，東日本大震災を経た日本の防災教育の取組の変遷を国レベル（文
部科学省）から都道府県レベル（政令指定都市を含む），学校教育現場まで，教育界の施策など
防災，減災，復興への取組から整理する。具体的には文科省・都道府県教育委員会の通知，指
導・助言，刊行物，教員研修の状況から，その現状と課題を明確にする。 
（２）2015 年第 3 回国連防災世界会議に至るまでの国連を中心とした防災・減災において教
育の動向を明確にする。つまり，1990 年からの 10 年間の「国連防災の 10 年」，1994 年横浜
市で開催された第 1 回目の国連防災世界会議，2005 年神戸市で開催された第 2 回目の同会議
及びそれ以降 2015 年の第 3 回会議まで隔年にスイス・ジュネーブで開催された国連プラット
フォーム会議等の成果，第 3 回目会議での防災教育国際フォーラム等での展開と課題を探る。 
（３）日本の自然環境，社会的環境に応じた日本の防災教育の在り方を踏まえた学校での授業
実践，教員養成，教員研修の中で実施する。特に教科教育などの教育課程と様々な教育活動の
中での防災教育の現状を踏まえ，その問題点や改善点，新たなシステムの構築を明確にする。 
（４）アジアの学校等で，日本の防災教育の成果を踏まえながら，現地の課題を取り入れた防
災教育を実施し，日本の同質性と差異を探る。 
 



４．研究成果 
（１）東日本大震災発生後の国内の教育界の取組について 
 ①国（文科省）の取組とその課題について 
 文科省は防災を災害安全として学校安全の 1領域とし各都道府県の教育行政に通知・指示・
助言を行っているが，担当部局が，学習指導要領など教育課程を担当する部局とは別組織であ
るため，教科と結び付いた防災教育が国全体としては体制・系統性として不十分な点がある。 
 ②都道府県における防災教育，学校危機管理の課題について 
 国からの都道府県等への連絡も上のように学校安全は保健体育課，スポーツ健康課等，教育
課程等は義務教育課等，各教育現場へ統制はとれたものとなっていない。各都道府県等では，
一般行政と教育行政が別組織になっており，連携が不十分であり，また，都道府県間の教育行
政でも情報が共有されていない課題が見られた。 
 ③各地域間の防災教育の格差 
被災に遭遇した地域，被災懸念地域，また近年，大きな自然災害が受けていない地域では，

防災教育への取組姿勢が大きく異なり，同じ被災県でさえ受けた災害の種類や地域によって格
差が生じている。東日本大震災発生後，文科省は「防災教育」を主題とする研究開発学校とし
て，被災地の宮城県仙台市と東京都の 2校の小学校を指定したが，このような学校間でも取組
の差が歴然であった。原子力事故災害の取扱いや放射線教育についても差は大きい。 
（２）国際貢献における教育などのソフト面 の重要性とその課題 
 ①自然災害，自然の恩恵と自然の持つ 2面性の取扱いの重要性が明らかになった。自然災害
に関する教育以前に，アジアの国々では，台湾を除き，地質・地形・気象分野の地学教育（理
科教育）が十分であるとは言えない状況が見られた。その中で展開される防災教育の課題とし
て，科学的リテラシーの育成，国や地域での自然の人間生活への恩恵の気付き等を教材・プロ
グラムに取り入れる必要性が示された。 
 ②アジア，ヨーロッパを問わず，近年日本への関心が高まっている。自然災害はそのきっか
けとなっているところもある。海外からの訪問客数に見られるように国立公園・ジオパークな
ど，日本の豊かな自然環境に対する興味・関心は高いが，一方で東日本大震災発生以降，地震
等の自然災害や原子力災害に関する懸念は強く，現地において，これらに対する理解や認識を
促す教育開発も日本に求められる。 
（３）日本の防災教育のこれからの在り方について 
 まず，日本においての自然災害，事故災害（戦災も含む）など，複数の災害を地域によって
は，従来，別個に扱われてきたものを通して捉える視点が確立できた。これは，大規模な自然
災害が発生しても，時間が経ったり，距離が遠くなったりすると風化される傾向に対する大き
な観点となる。本研究の始まった年に，熊本地震，鳥取県中部地域を中心とする地震が相次い
で発生したが，これまでの災害の継続的な観点から捉えることができた。つまり，自然災害を
防災教育として取扱う視点，さらには教育内容・教育方法の整理である。特に学校防災に関し
ては，次の点からのアプローチを明確にした。 
 ①教員研修の重要性 
 自然災害を踏まえた学校危機管理，学校安全に対する対応が喫緊の課題となってきたが，こ
れまで，学校教員は体系的に学んでこなかったと言える。特に学校管理職にとっては自然災害
に対する危機意識が少ないことが明らかになった。滋賀県においては，学校管理職に対して東
日本大震災など被災の経験を有する管理職を講師に招くなどの取組があるが，全国的には少な
く，今後，自然災害に対する組織的・体系的な研修が不可欠であることが明確になった。 
 ②教員養成の必要性 
 大学の教職課程において，学校安全についての項目が取り入られる方向に進んでいる。防災
教育もその中の一環に含まれる方向であるが，大学においてもそのカリキュラムは検討中であ
る。現在の大学では教員養成系大学でも，これらを専門とする教員が少ないのが事実である。
現在，全国の大学で設置が進んでいる教職大学院での整備が求められ，その効果も認められる。 
 ③学校教育での展開 
 新学習指導要領の中でも「カリキュラム・マネジメント」が期待されている。防災教育はそ
の具体的な取組となることが実践から明らかになった。福島県教育委員会と連動した 7つの地
域全てで地域に即した教材・教育プログラムの開発が可能であった。学校教育だけでなく，社
会教育施設や大学等の研究機関との連携もこれからの教育では不可欠となることが明らかにな
り，コーディネーター的機能を持つ教育委員会の新たな役割も明確になった。また被災地であ
り，文科省の研究開発学校の指定を受けた仙台市立の小学校では，国内だけでなく国際的にも
通用することができる教科横断・総合的な実践を行うことができた。さらに長野県，滋賀県，
徳島県など多くの地域で，実践研究を行った。例えば，水害頻発地域であるが水害を意識して
いない児童を対象に，災害を引き起こす自然現象の理解を図る理科学習と地域の災害の履歴と
特性の理解を図る社会科学習を融合させ，災害に適切に対応しようとする実践力につなげる情
報発信までを一連の枠組みとした総合的な学習の時間における防災教育プログラムを開発し実
践した。結果，児童は水害を自分の問題として意識し，児童自身が互いの学習内容を統合化し，
防災に関する関心を高め，自分自身に必要な防災の学習内容を自覚するようになった。 
（４）今後発展が期待される国際的な防災教育への貢献 
 ①JICA やアジア防災センターとの協力によって，モンゴルの教育省，教育研究所と教育実践



を通して，共同研究を進めた。モンゴルにおいても近年防災教育にも関心が深まっている。し
かし，学校教育のシステムが開発途中で，教材や教育内容・教育方法が進んでいないのも事実
である。そこで，直接，日本で作成した教材を見せたり，授業実践を行ったりした。その結果，
子供達は知識・技能の習得だけでなく，日本で学ぶような取組を行いたい姿勢が明確になり，
日本の教材や教育方法等を現地の教育関係者に提供し，現在，その取組が進みつつある。また，
ネパール等でも日本の教材を用いた実践研究は一定の成果を上げることができた。 
 ②東日本大震災の教訓から太平洋の島々への津波の防災・減災の在り方を探った。太平洋の
島嶼は日本，台湾，フィリピン，インドネシア等のプレート境界型地震発生時の津波被害を受
けてきた。珊瑚礁による被害防止効果の検証のため，グアム・サイパンの津波及び津波防災対
策の調査を行った結果，津波の報告があるのは，グアムの安山岩と隆起珊瑚礁の境界近くの漁
港ハガニアと安山岩地域の米軍港のアブラ港であり，珊瑚礁は発達していない。米軍港では東
日本大震災時にも津波を観測しており，珊瑚礁が天然の防潮堤の役目を果たしている。津波被
害のないサイパンでは，主要道路沿いに津波注意，避難路順路，津波避難場所等の標識があり，
津波発生時は取り敢えず高台に避難することが徹底されている。一方，津波被害のあったグア
ムでは，津波に関する標識は認められず，津波に関する意識差がある。 
③本研究の新しい試みとして，アジアの日本人学校でも研究授業を行い，その成果を分析し

た。当然ながら日本人学校に通う児童生徒は母国の現在の状況に強い関心を持ち，教育的効果
が高かった。しかし，日本で遭遇することがなかった近年の自然災害の状況を知り，日本にあ
まり帰国したくなくなった児童生徒が目立ったことは今後の課題であった。自然の二面性を取
扱うことはもとより，発達の段階に応じた防災教育や自然災害に関する知識・技能の定着が不
可欠であることが明確になった。 
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